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２００８年度

県政と予算編成にたいする重点要望書

２００７年１２月２７日

日本共産党栃木県委員会

委 員 長 木 塚 孟

くらし・雇用対策本部長 小池 一徳

県 議 会 議 員 野村 節子

参議院選挙で自民・公明両与党が大きく後退し、安倍内閣から福田内閣へ政権が変わ

。 、りました ここにはくらしと福祉を根底から脅かす構造改革政治に疲弊した地方のいかり

国民のいかりが反映されていました。年金・医療の不安はつのり、労働者の給与収入は減

、 、 。り 灯油・ガソリン 食料品等の値上げによって県民生活はますます追い込まれています

１０月発表の県政世論調査でも 「くらし向きが悪くなった」と答えた人が４８．５％と、

。 、過半数に迫りました 国の交付税・補助金カットにより県財政はきびしくなっていますが

なによりも県民生活を守る視点にたちきって県政運営をすすめる必要があります。日本共

産党はこうした立場から、以下の通り「緊急要望」ならびに「重点要望」(１０７項目)を

提出します。ぜひとも予算編成ならびに施策に取り入れていただきますよう強く要望いた

します。なお要望に対する回答は他政党同様、文書による回答を希望いたします。

<緊急要望>
原油高騰から県民生活を守るために

灯油、ガソリン、食品などのあいつぐ値上げが県民生活を直撃している。原油の高騰、

便乗値上げからくらしを守るために、政府が決定した原油高緊急対策のすみやかな県内実

施を促進するとともに独自の緊急策を講じること。

①寒冷地である栃木県にとって灯油は生活必需品である。低所得者への灯油代補助制度を

直ちに徹底し、支援漏れなどが起きないよう対策をとること。

②消費者センター、市町と連携し、ガソリンなど石油製品や食料品・日用品などの便乗値

上げなどを監視する体制を強化すること。

③ガソリン、軽油、重油等の価格高騰の直撃を受けている運送業者、中小業者、農林漁業

者などの負担を軽減するため、国の責任で緊急の減税措置を講ずるよう求めるとともに、

県税の減税措置を講ずること。

④国に対し地方バス・鉄道その他の公共的交通機関への財政上の支援措置を講ずるよう求

めること。

⑤中小企業に対する緊急融資をすみやかに実施すよう、関係機関に徹底すること。
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〈重点要望〉
各章と要望項目数

【１】安心して医療が受けられ県民の健康守る栃木県に（９項目）

【２】子ども・高齢者・障害者福祉の向上を（５項目）

【３】地域経済・金融活性化と中小企業支援のために（７項目）

【４】栃木県農業の振興のために（１０項目）

【５】雇用の安定と労働者の権利拡充を（６項目）

【６】いじめを減らし子どもを大事にする教育に（１８項目）

【７】人と文化を尊重し安全な街に（１３項目）

【８】環境と林業を守るために（１０項目）

【９】地方自治が輝き、民意を生かす街づくりを（５項目）

【１０】公共事業のむだをなくし安全な県土に（7項目）

【１１】くらし・福祉中心の財政・県政運営を（７項目）

【１２】憲法を生かし、県民に開かれた栃木県に（８項目）

【１】安心して医療が受けられ県民の健康守る栃木県に

１．後期高齢者医療制度について

①後期高齢者医療制度は、これまで家族に扶養されていた人も含め７５歳以上の高齢者だ

けを新たな保険制度に加入させ、栃木県広域連合では月額平均５８００円の保険料を年金

からの天引きなどで納付させることになっている。新制度では滞納すると保険証は取り上

げられ、医者にかかれなくなる。この制度は高齢者のいのちと健康をかぎりなく脅かすも

のであり、国に中止するよう働きかけること。

②保険料滞納者からの保険証取り上げは極力行わないこと、保険料の減免制度を拡充し、

負担軽減につとめることなどを広域連合に強く要請すること。

２．高齢者療養病床の確保について

政府の医療費抑制政策によって、療養病床が削減され、病院を出なければならなくなる

高齢患者が増加することが懸念されている。栃木県では２０１１年までに４７２４床（０

７年４月現在）から２７０３床に減らす計画である。在宅医療の拡充をはかるとしても、

入院治療をのぞんでいながら退院せざるをえないケースや行き場を失う高齢者が出ないよ

うに、介護型施設の整備や入院治療が受けられる病床確保に全力をあげること。

３．安全なお産のために

産科医不足が叫ばれて久しいが、依然として減少傾向に歯止めがかからない状況が続い

ている。県の新規事業として産科志望医学生への奨学金制度も実施されるがそれによって

産科医が確保されるのは数年先のこととなる。つぎの緊急対策をすすめること。

①医師会などと協力し産科医の登録制度をつくり、廃業、引退した医師や子育て等で休業

中の医師などに協力を要請し、公的医療機関、民間産婦人科での受け入れ体制を補完でき
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るようにする。登録医の派遣費等へは県・市町が助成すること。助産師についても同様の

制度をつくること。

②健康なお産のためには、毎月の妊婦健診が重要である。国の交付税措置もとられたが、

無料検診を増やしていない市町もあり、７回分の費用を市が負担している鹿沼市などとは

格差が生じている。少なくとも５回以上の実施を保障するために、県が２回分以上の無料

健診費用を市町に助成すること。

③少子化対策の効果を併せ持つ対策として、３人目以降の妊婦健診について全額無料にす

る制度を検討すること。

４．子ども医療費無料制度の拡充について

子どもの医療費無料制度は県、市町の努力で対象年齢が引き上げられ拡充されてきてい

る。しかし、那須町、上三川町、芳賀町などでは少子化対策としてもさらなる上乗せが必

要だとして対象年齢を中学３年生まで引き上げている。県として無料制度の対象年齢の引

き上げ、現物給付方式の対象を小学校６年生まで引き上げるよう検討すること。

５．重度心身障害者、妊産婦、ひとり親家庭の医療費助成制度を見直し、医療機関ご

とに月５００円の自己負担の導入をやめること。

６．県子ども医療センターと地域ならびに近隣県の医療機関との連携強化をはかり、周産

期救急のうけ入れを可能にするとともに、同センターや地域拠点病院の医師確保に全力を

あげること。

７．人口の少ない町などでは小児科はもとより、耳鼻咽喉科、眼科、歯科など専門医療機

関がない自治体が少なくない。地域での開業を支援する制度など市町と協力して進められ

る対策を講じること。

８．国民健康保険制度について

定率減税廃止、老年者控除見直しにともない、国民健康保険税の負担増に苦しむ県民が

。 、 。増加している 国保加入者が全世帯の６割をしめ その４分の１が保険税を滞納している

その対策は急務である。

①資格者証を発行されている世帯で、緊急に受診が必要になった場合の救済措置をつくる

こと。

②国民健康保険税の引き下げのために県の助成を行うこと。

③国保税減免制度の周知徹底をはかるため、県として支援すること。
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９．県特定疾患対策予算を増やし、県独自の難病指定と医療費助成の復活を

栃木県は県独自に難病に指定してきたネフローゼ、橋本病、下垂体機能障害など一部の

疾患の難病指定を取り消し予算削減をはかった。県にはこうした患者のその後の状況を把

握しフォローする責任がある。実態調査を行うとともに、予算と医療費助成の復活を検討

すること。

【２】子ども・高齢者・障害者福祉の向上を

１０．児童福祉の拡充のために

①宇都宮市の児童養護施設「普恵園」を運営する福祉法人が一時廃園を打ち出したことは

。 、 、大きな社会問題となった 存続されることは喜ばしいが なぜこの様な問題が起きたのか

県の監査と指導が適切であったのか検証が必要である。これまでの運営の問題点を教訓と

して明らかにするとともに、他の施設についても同様のことがないよう点検と指導を強め

ること。

②県内であいつぐ児童福祉施設での虐待問題は深刻であり、こうした問題が明らかになっ

た施設と理事者への指導を徹底すること。防止のために特段の対策を講じること。

、 、③県内三カ所の児童相談所では ケア担当職員は深夜・休日を問わぬ勤務を余儀なくされ

健康を害する職員も出ている。相談所を増やすことが必要であり、中核市宇都宮市での児

童相談所開設をめざし、支援をおこなうこと。それができないのであれば県が相談所を増

やし、職員を大幅増加するなどして緊急に体制強化をはかること。

、 。④虐待の相談に応じる市町の窓口を２４時間体制にするために 県の支援を強化すること

⑤一時保護施設、養育施設を拡充し、民間の児童福祉ＮＰＯや里親との連携・支援を強め

ること。

１１．青年の問題について

①青少年自立支援施設をふやし、県の助成を強化すること。

②１８歳以上になり、児童相談所の対象でなくなった青年の引きこもりなど諸問題に対応

する総合窓口をつくり、相談と支援の体制をつくること。

１２．介護保険について

①介護保険法の「改正」により、保険料の負担増、利用料の負担増などの影響が懸念され

ている。県として実態調査を実施し、現状把握と改善につとめること。

②食費やホテルコスト導入により、特養ホームの入所料の負担軽減のために、県としての

財政支援措置をおこなうこと。
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③介護保険を使いやすくするために、低所得者の介護保険料、利用料の軽減措置に県の助

成制度を創設すること。

④特別養護老人ホーム建設を促進し、特養入所待機者の計画的な解消につとめること。と

くに療養型病床削減との関係で新規建設が急がれるので、特段の対策をすすめること。

１３．福祉諸制度の予算の確保を

生活保護費の国庫負担金を堅持し、老齢加算や母子加算等を元に戻すよう国に強く働き

かけること。また生活苦のため、町内会に未加入であったり新聞を購読していなかったり

して情報が行き渡らない人が増えていることを考慮し、生活保護や就学援助など福祉諸制

度について県民への広報を強化すること。

１４．障がい者福祉について

①障がい者自立支援法の「応益負担」の中止を国に強く求めること。

②障がい者福祉関係予算を拡充し、専門のケアマネージャーなどの人的体制も含め、必要

な基盤整備を進めること。県独自の小規模通所授産施設および小規模作業所への支援を強

化すること。

③障がい者のための公営住宅を増設し、希望者が入居できるようにすること。

④性同一性障害対策にとりくみ、公文書の性別記載欄の見直しや市町村、医療機関、教育

現場などで同障がいに対する理解を促進すること。また治療費に対する支援策を検討する

こと。

１５．安心して預けられる保育所に

①県単補助事業として実施されてきた一歳児保育への保育職員加配、給食調理員、障がい

児保育への助成削減計画を中止し、１７年度水準の支援体制を復活すること。

②市町村と連携し、第二子以降の保育料の大幅減免、子育て支援を強化すること。

③無認可保育園の認可を促進すること。県として助成すること。

④自園での病児保育を支援する新規事業が創設されたが、一部の自治体が導入するにとど

まっている。全自治体での導入を促進すること。

⑤病児・病中保育所の開設について、医療機関との連携・協力を推進し、検討すること。

【３】地域経済・金融活性化と中小企業支援のために
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１６．足利銀行のうけ皿選定に関して

①足利銀行の受け皿への買い取り・移行にさいし、地域密着型金融機関としての再生をつ

よく求めるとともに、従来の預金やローン、融資、顧客へのサービスが維持されるよう求

めること。とくに利子の引き上げやグレーゾーン債権のランクダウンなどが行われないよ

う、受け皿銀行が決まり次第、すみやかに金融庁と受け皿銀行への働きかけを行うこと。

②地元出資について、県として県民の意向を把握するようつとめ、慎重に対応すること。

県税による出資については、過去の出資に対する批判をふまえ、また財政難であることを

鑑み、自粛すること。

１７．県の指定金融機関の基準をもうけ、県民に明らかにすること。

１８ 「地域金融活性化栃木県条例」を制定し、県内で営業する金融機関の地域経済への．

貢献義務を明記すること。県民と地域に根ざした融資を行っている金融機関を評価し、公

表すること。

１９．中小企業の仕事確保を応援するため、地域とくらし・福祉に密着した小規模公共事

業を促進すること。

２０．市町村と連携し 「住宅リフォーム助成制度」を創設し、持家住宅の改修を促進す、

ること。

２１．活力ある商店街づくりをすすめるために

①大型店に対し、商店街、生活環境 「街づくり」などの地域環境影響評価を義務付け、、

身勝手な出店・撤退を規制する県条例を制定すること。

②中小小売店の専門性と地域密着性をいかした「街づくり」を積極的に支援し、特色ある

街づくりをすすめること。

２３．無担保・無保証人融資制度の拡充、県信用保証協会の体力増強をはかり、中小企業

の資金需要に応えること。

【４】栃木県農業の振興のために

． 、 。 、２４ 米価の下落により 農家は減収に苦しめられている 備蓄米買い入れ制度を活用し

国の買い入れ量を増やすよう県として働きかけること。

２５ 「品目横断的経営安定対策」は、全農家を対象にした価格政策を放棄し、圧倒的多．

数の農家を農政の対象から排除するもので受け入れがたい。県として、撤回するよう国に

求めること。
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２６．日本一の天然アユ漁獲量を誇る那珂川の河口に取水口をつくり、霞ヶ浦と水を融通

する導水事業で、那珂川の生態系の破壊やアユ仔魚の吸い込みなどによる影響が懸念され

ている。国交省に対し事業中止を求めること。

２７．とちぎブランドの和牛を守るために、ＢＳＥ全頭検査の継続は不可欠である。県独

自の全頭検査体制を維持・継続すること。

２８．農業関係予算が土地改良や集落排水事業など公共事業偏重になっている現状を抜本

的に改善し、農産物の価格保障制度充実を基本にすえること。

２９．農耕放棄地を元の耕地にもどし、地域の生産力を高めるよう、耕地の受委託を支援

する制度をつくること。

３０．青年農林業者支援制度を創設し、新規農林業者に月 万円、３年間の援助をおこ15
なうこと。農業の担い手である高齢者・女性が意欲をもって農業がつづけられるよう、支

援策を講じること。

３１．学校給食への県産品の使用を大幅に増やし、地産地消のとりくみを促進すること。

３２．畜産農家の家畜糞尿処理対策を支援し、市町村の堆肥センター、農家が生産した堆

肥の販路拡大や活用を促進すること。

３３．バイオエネルギー問題に関して

①栃木県農業・林業の実態にかみあったバイオエネルギーとして、食糧以外の作物、稻・

麦わら、木皮などの研究を促進すること。

②家畜飼料の高騰、不足に対応するため、耕作放棄地での家畜用飼料米、穀物、トウモロ

コシなどの作付けを奨励すること。

③県として助成制度を検討すること。

【5】雇用の安定と労働者の権利拡充を

３４．民間、行政を問わず 「偽装請負」の問題が社会問題となっている。、

①派遣会社ならびに派遣受け入れ先企業の責任を明確にし 「偽装請負」防止につとめる、

こと。

②派遣労働者・青年労働者等の雇用や労働条件、権利保障などの実態調査を行い、労働環

境の改善・整備を進めること。
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③「偽装請負」や違法な就労実態があった場合、栃木労働局、労基署と連携しつつ県とし

て機敏に企業に改善を求めること。

高校・大学新卒者、若者の正規雇用化を積極的に働きかけること。高卒の新規就３５．

職者を受け入れる中小企業にたいして、支援制度をつくること。

３６．行政機関での雇用に関し、パート、臨時、嘱託、派遣など雇用形態による差別的な

賃金体系を改善すること。均等待遇の原則に基づき、賃金・一時金・諸手当・退職金の支

給など、賃金・労働条件の格差を是正し、雇用の安定を図ること。

． 、 、３７ 県リストラ規制県条例をつくり 一定規模の従業員削減は県に事前協議を義務づけ

企業の社会的責任を明確にし、リストラを規制すること。

． 。 、３８ 雇用と労働の相談窓口の強化で県民のニーズに応えること 就職相談窓口を拡充し

国とも協力して雇用対策を抜本的に強化すること。労働相談窓口を充実し、急増する派遣

労働者のトラブルなどに対応できるようにすること。

３９．県の行政改革大綱を見直し、消防、教育、保健、福祉、食品安全など必要な部門に

県職員増員をはかること。

【6】いじめを減らし子どもを大事にする教育を

学校でのいじめは、県内での認知数が１９５８件と大幅に増加した。定義の拡大で、

より実数にちかい数字になったといえる。いじめの背景には受験など競争教育によるスト

レスがあると指摘されており、改善のためには直接的な「いじめ対策」のみならず、競争

的教育の是正、学校現場で児童と教職員がゆったり関われる環境整備が急務である。

４０．行財政改革大綱を見直し、教員については削減をやめ、非常勤教職員を正規雇用に

切り替えること。

４１．少人数学級を小学校３、４、５、６学年でも実施すること。そのための計画策定を

進めること。

４２．全国一斉テストは競争的教育を促進する懸念が指摘されており、県内実施を見合わ

せること。また結果公表の自粛を市町に働きかけること。

４３．県立高校統廃合の後期計画について

高校リストラともいえる統廃合計画は見直すこと。とくに地元自治体、父母、生徒の要

望を反映したものにすること。

県立高校の定員削減をやめ、高校受験競争の緩和をはかること。４４．
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４５．スクールカウンセラーを大幅増員し、担当する学校の数をへらし、一人あたりの契

約時間を引き上げ、具体的な事例に対応できるようにするため予算を増やすこと。

４６．県と市町村の教育相談所・研究所の体制強化をはかり、多様な子どもの状況に応じ

た相談・支援体制を確立すること。

４７．高機能障害について、早期発見と早い段階から障がいを抑制するプログラムを策定

して一人一人の発達を支援する体制が重要である。保健所、保育所、幼稚園などと連携を

強め、またそうした子どもを持つ父母を支援する対策を強化すること。

４８．特別支援学校での放課後対策を促進し、国のタイムケア事業の導入などを推進する

こと。

４９．放課後子どもプランについて

「 」 「 」 「 」政府が推進する 放課後子どもプラン は 学童保育 と 放課後子ども教室推進事業

の二つの事業を 一体的あるいは連携 させ推進するとされている 目的の違う事業の 一「 」 。 「

体化」には専門家や関係者から懸念の声があがっている。それぞれの事業がしっかり運営

されるよう県として推進計画を持つこと。

５０．学童保育の拡充について

①放課後の児童の安全確保を求め、学童保育の入所希望が増加している。全学校での学童

保育の実施を進めるとともに、大規模化の解消などあらたな対応が可能となるよう県の支

援を強化すること。

②県の「放課後児童クラブ運営手引き」の内容を再検討し、指導員の数や資格、待遇の改

善、施設の基準を明確にし充実させること。

． 、 。５１ 教職員評価システムは管理職 教職員双方の事務的負担が大きく改善すべきである

数値目標を持つことを強要したり、賃金への反映は行わないこと。

５２．私学助成を拡充するとともに、父母負担を減らすため私立高校生への直接補助制度

を復活すること。

５３．宇都宮市などで使用している「愛国心」を評価する通信簿の使用をやめるよう市町

村教育委員会、各校へ要請すること。

５４．県立学校での歴史教科書の選定について、過去の戦争を美化したり史実をゆがめて

教えるなど問題が指摘されている教科書を採用しないこと。
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５５．インターネット、携帯電話によるいじめや性商品化、犯罪サイトなどが児童生徒に

深刻な影響をおよぼしている。実態把握につとめるとともに、防止策について関係機関と

連携して研究すること。

５６．遅れている小・中・高等学校の耐震化を急ぐこと。

５７．老朽化が目立つ小学校、中学校の改修やトイレの洋式化、冷暖房整備などに県の支

援を強めること。

【7】人と文化を尊重し、安全な街に

５８．男女共同参画社会実現へ、県自ら率先して女性の部課長や各種審議会委員を積極的

に登用すること。

５９．男女間の賃金格差、採用や昇進の差別など、民間企業には依然として男女差別が生

じている。県内企業の実態調査などをすすめ、実情把握に努めるとともに男女共同参画の

理念が徹底されるよう啓発活動を強めること。

６０．ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）対策について

①ＤＶ法の周知徹底を促進し、専門相談員を配置した公的相談所を増やし、シェルターの

設置をすすめること。

②民間シェルターやＤＶ防止活動を行なっているＮＰＯとの連携・支援を強化すること。

③市町村の窓口、民生委員、民間団体、警察などと連携し、ＤＶ防止ネットワークをつく

ること。

６１．栃木県文化振興条例の制定にあたっては、基本理念に示された「県民が等しく文化

を鑑賞し、参加し、創造することができるような環境整備」がはかられることが必要であ

り、これを機に文化振興予算の拡充をはかること。

６２．日光杉並木の保護対策の強化により、世界遺産登録運動をすすめること。とくに用

、 、 。地買収とバイパス化の促進が鍵となっているので 関係省庁 県部局との折衝を急ぐこと

６３．日光市足尾の松木沢の世界遺産登録を推進すること。

６４．県立博物館の予算をふやし、常設展、企画展の拡充をはかること。市町の郷土歴史

博物館・資料館などの充実をはかるため、県としての支援を強めること。

６５．歴史ある町並み・建築物等の保存、文化財保護予算を拡充すること。



- 11 -

６６．消防・救急の広域化は、管轄が広がり機敏な出動を阻害するデメリットがある。市

町の要望、住民の安全優先を重視した計画にすること。

６７．消防職員の大幅な増員、救急車・救急隊の拡充、大規模火災にも路地火災にも対応

できる多様な消防設備の強化をはかること。地域の消防団活動を支援すること。

６８．那須、黒磯地域は、地域的な豪雨や火山活動にともなう災害が心配される地域であ

る。地域的気象観測や火山活動観測、地震観測が必要であるから、国に働きかけ体制を確

立すること。

６９．旧足尾町の「すのこ橋堆積場」は、住民の命を守る防災の観点から安全対策をすす

めることが急務となっている。県としても、場内のテレビモニター監視体制実現へ国と古

河に働きかけること。

７０．住宅用火災警報機について、０９年度までに各世帯ごとの設置が義務づけられてい

るが、低所得者、高齢者、一人親世帯などへの配慮が必要である。支援策を講ずること。

【8】環境と林業を守るために

７１．森林環境税の導入に関して、新たな課税と事業内容について県民の納得が得られた

とは言い難い状況にある。とくに貧困が拡大しているもと、年収２００万円以下は非課税

とするなど、非課税対象を拡大すること。

７２．産廃・廃棄物処理条例の見直しについて

①「栃木県産業廃棄物処理に関する指導要綱」を見直し、産業廃棄物の県内流入量の総量

規制、産廃処理施設の総数、総容量、総面積などの規制をおこなうこと。

②水源環境保護条例を制定し、水源池などへの建設を規制すること。

７３．地元住民の反対があり、環境アセスの不十分さが指摘されている馬頭町の県営産廃

最終処理場建設を中止すること。また反対している住民とも話し合いに応じること。

７４．自動車リサイクル法施行後、県内の放置車が増加している。県として放置車の実態

調査を行うこと。

７５．県内の家電量販店でリサイクル法違反が発覚し社会問題となっている。県として実

態調査をすすめ、再発防止に努めること。

７６．ゴミ不法投棄の監視体制と規制を強化し、ゴミ減量とリサイクルの促進で、循環型
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社会をめざすこと。

７７．エコハウス建設に助成金を出す制度を創設するなど環境に配慮したエコロジカル施

設の建設を促進すること。

７８．太陽光発電、風力発電、小規模水力発電など環境にやさしい新エネルギーの研究と

普及を進めること。

７９ 「環境オンブズマン」制度の導入を検討すること。．

８０．大谷地域の安全対対策について

①宇都宮市は「溶融スラグ埋め戻し特区」計画を推進しようとしているが、ゴミ溶融スラ

グが製造されるようになってまだ数年しかたっておらず長期間水に漬かった場合の安全性

は確認されていない 「特区」は根拠なく安全基準を緩和するもので、住民のなかに下流。

域の水質汚染や、スラグ以外の廃棄物が投棄される不安が広がっている 「特区」計画は。

安全性や行政責任が不明確、住民合意がないなど、多大な問題点があり、環境と観光地・

大谷の再生に禍根を残す可能性があるので、県として「ゴミ溶融スラグ埋めもどし特区」

に反対し、県民が納得できる安全対策をすすめるため尽力すること。

②０１年に起きた上駒生地区の産廃爆発事故は、原因の特定や抜本対策も講じられておら

ず、住民の安全に対する行政の責任が問われている。県としても原因特定に協力するとと

もに、住民への保障、再発防止策など宇都宮市と共同であたること。

【９】地方自治が輝き、民意を生かす街づくりを

８１． 栃木県は県南地域の市町村合併推進構想について、２市６町、１市５町など２案

を示すなどして事実上県主導で合併を推進しようとしている。これは地方自治の精神から

見ても逸脱であり、何より地域住民の民意を反映していない。組み合わせ案の提示を白紙

に戻し、地元自治体の検討や民意の動向を見守ること。

８２．県行財政改革大綱の見直しについて

①公務員削減計画は、県民サービスの拡充を無視し、効率化のみをはかるものである。適

正な人材確保の面からも見直すこと。

②県立施設への指定管理者制度導入は、県民へのサービスの低下と従事者の労働条件悪化

をきたすおそれがある。また３年程度の期限による指定であるため、中長期的視野に立っ

た施設改修などが困難である。県民サービス維持のために必要な施設の改修については県

が助成するなどの対策をとること。また指定にあたっては県民に情報公開するとともに、

慎重な審議を行うこと。
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８３．生活に必要な公共交通網を確保するため、第３セクターで運営されている鉄道や、

地方バス路線の維持、自治体による「コミュニティバス」運営への支援を強化すること。

８４．宇都宮市の街づくりについて

宇都宮市が計画している開発計画は、県の認可や県税による支援が予定されている。つ

いては県民の納得が得られるものに改めること。

①新交通システムは 「ＬＲＴありき」の計画で、十分に住民の声を反映したものとはな、

っていない。効率的で環境にやさしい公共交通については多様なシステムとの比較検討が

。 、 、なされるべきである 県が支援するのであれば そのあり方と街づくりを総合的に検討し

採算性においても県民の納得を得られるものでなければならない。さらに研究するべきで

、 、 。あり 現在のＬＲＴ導入計画案への支援は凍結し 全面的に見直しを行うよう求めること

②馬場通西地区の高層マンション計画は、歴史ある二荒山神社を取り巻く景観を阻害する

と反対運動が起きている。県として事業認可を見直すこと。

③駅東再開発計画は十分な市民への説明や民意の反映がはかられておらず、検討を要する

ものである。県の旅券センターの移転など、費用対効果を十分検討するとともに、計画自

体を市民本位に見直すよう求めること。

８５．市民生活の安全を守るのに必要な警察職員を増員し、空き交番の解消をはじめ安全

な町づくりを進めること。

【１０】公共事業のむだをなくし安全な県土に

８６．湯西川ダム、八ッ場ダム、霞ヶ浦導水事業ならびに思川開発南摩ダムなど利根川水

系の水プランは、それぞれ、当初の目的変更や、水需要の変化、環境破壊のおそれなど根

本的な問題点を有する事業であり、県境を越えた流域住民が反対運動を起こしている。一

部工期延長がいわれているがいずれもムダな開発の典型ともいえる事業である。

総工費 億円(県費 億円)の思川開発事業は国に中止をもとめ、事業から撤退す1850 259
。 。 、ること 八ッ場ダムへの県費の支出は凍結すること 湯西川ダム関連事業などについても

縮小・見直しをはかること。

８７．県土６０分構想を見直し、生活道路改修予算を重点配分すること。

８８．県内の河川の氾濫危険箇所、がけ崩れ危険箇所の総点検を行ない、安全対策を計画

的にすすめること。

８９．インターパーク並びに雀宮駅東側開発に伴う生活環境整備について

①宇都宮市雀宮地内の国道４号、県道安塚・雀宮線、市道の交差点は、インターパーク方

面に行き来する車両が増え、雀宮中央小学校の通学路にもなってることから交通安全対策
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と渋滞の解消が求められている。また科学技術高校の移転にともないさらに交通量が増す

ことが想定されるので国・県・市の調整を進め、右折レーンの設置、歩道設置など総合的

な対策を講じること。

②上三川町西汗地内の県道雀宮・真岡線について、本郷北小学校の通学路になっており歩

道設置が求められている。早期実現に尽力すること。

９０．県道３３９号線(小山・南河内線)の水戸線跨線橋に自転車に乗って通れる歩道を設

置すること。

９１．旧足尾町田元地内の渡良瀬川沿いの住宅地付近、中原の神子内川沿いの住宅地付近

など、土砂災害の危険があるので早期に災害防止策を講じること。

９２．県が行う建設工事事業などで、孫請け企業や労働者に対する契約不履行などが起き

ないよう、県が直接指導・監督できるよう制度の改善をはかること。

【１１】くらし・福祉中心の財政・県政運営に

９３．地方財源の確保について

現在地方が陥っている財源不足は、国の「三位一体」改革による地方交付税、補助金カ

ットが大きな要因となっている。教育・福祉などのサービス水準を維持するために国の責

任を果たすよう求め、地方交付税の所用総額の確保を強く要求すること。地方消費税の拡

充による財源確保は、消費税引き上げにつながり、県民生活をさらに困難に陥れるもので

あるから、反対すること。

９４．低所得者への税負担軽減について

定率減税廃止・老年者控除見直しなど庶民大増税で、県民は住民税、国民健康保険税、介

護保険料の負担増に苦しんでいる。一定所得以下の高齢者世帯に対する個人県民税の軽減

対策を講じるなど、県独自の負担軽減策を実施すること。また、国に対し庶民増税の中止

・見直しをはかるよう求めること。

９５ 南摩ダムなど大型開発公共事業を凍結し、県単公共事業を全面的に見直し、公共事.
業をくらし・福祉密着型にきりかえること。

９６．県企業局の事業を見直し、赤字になっている県営ゴルフ場は廃止を含めた検討を行

い、用地造成事業についても全面的な見直しを行うこと。

９７．県有財産の利活用について、広く県民の意見を聴取できる場を保障すること。新県

庁舎への移転後の仮庁舎の活用についても、同様に民意の反映につとめること。

９８．県水道事業について、１８年度決算で９億円もの利益があがっていることから、北
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那須水道、鬼怒水道とも受益者に還元し、大幅な水道料引き下げを実施すること。

９９．川治ダムによる県工業用水は、水需要計画そのものに過大な見積もりがあったと思

われるので、県内水需要計画を見直し、有効活用すること。

【1２】憲法を生かし、県民に開かれた栃木県に

１００．憲法を遵守し、改悪に反対し、くらし・福祉・教育に生かすこと。

１０１．行政はもちろん、警察も含め、徹底した情報公開を進め、県民に開かれた県政を

実現すること。行政・警察などの裏金問題の徹底調査と防止対策を講じること。そのため

独立した監察委員会を設け、外部監査の仕組みをつくること。にも

１０２．情報開示請求は、正当な理由のある場合をのぞき原則開示すること。請求者のプ

ライバシーは保護すること。

１０３．パブリックコメント制度は、形式的にせず、必要な情報の公開、出された意見の

尊重、施策への反映など、改善をはかること。

１０４．県民参加型の県政をすすめるため、各種委員会、審議会の公開はもちろん、公募

による委員の参加を重視すること。

１０５．アメリカの戦争協力のための海外派兵や有事法制の実施・協力は拒否すること。

１０６．非核平和の栃木県宣言を行い、平和行政を進めること。

１０７．宇都宮駐屯地への中央即応連隊配備について

中央即応連隊配備に反対すること。自衛隊法「改正」により、自衛隊の海外派兵が常態

化する危険がある。具体化として、敏速な海外派兵を目的とした「中央即応連隊」を２０

０７～８年度にかけて宇都宮駐屯地に配備する計画となっているが、県民への説明もなく

連隊の受け入れをすすめている。宇都宮市のみならず栃木県全体の平和と安全に関わる問

題であるから、県として県民への説明責任を果たすとともに、憲法に反する海外派兵専門

部隊の配備に反対すること。

以上


